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⽇本学術会議公開シンポジウム「持続可能な未来のための教育と⼈材育成の推進に向けて」（2014/09/14）



提⾔
持続可能な未来のための教育と⼈材育成の推進に向けて

⾼等教育の再構築

① 異分野融合型の教育研究基盤の整備

② ⼤学・研究機関が有する実績と能⼒を
活⽤するためのネットワークの構築

③ 地域ネットワークを統合する
メタネットワークの構築



地球環境
科学専攻

都市環境学
専攻

社会環境学
専攻

持続性学 安全・安心学

名古屋大学大学院環境学研究科

２つの横断的理念

地球惑星
科学系

大気水圏
科学系

空間環境学コース

物質環境学コース

建築学コース

環境政策論講座

経済環境論講座

環境法政論講座

社会学講座

心理学講座

地理学講座

地震火
山研究
セン
ター

2001年
文理連携の
独立大学院
として設置



基礎環境学
臨床を支える共通の基盤を

地域を越えて体系化する学問

診断型
学問

・地球科学
・生態学
・地理学

etc

治療型
学問

・工学
・農学
・社会科学

etc

臨床環境学
地域での診断と治療に

一貫して責任が持てる学問

普遍

個別

地域の環境問題（病気）の究明（診断）と解決（治療）には

診断型研究と治療型研究の協働・連携が必須

グローバルCOEプログラム2009-2013年度

「地球学から基礎・臨床環境学への展開」
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博士課程の大学院生がOn‐site Research Training (現場研修：ORT)に参加

日本 (伊勢湾流域)／中国 (長江中下流域)／東南アジア (ラオス)



●

都市と
農山漁村
の共存

中国：急成長
による環境負荷
の軽減

ラオス
生物多様性保全と
伝統的生業の調和

アジアでの環境研究・国際協力
の豊富な実績
→ 臨床環境学の

共通フィールドを設定

経済的発展段階の違う３エリア

東南・南アジア地域

北東・東アジア地域

伊勢湾
流域圏

●

●

東南・南アジア地域
開発途上（ラオス）
北東・東アジア地域
高度経済成長（中国）

伊勢湾流域圏
経済成熟

20131128_名大GCOE「基礎‐臨床環境」審議官説明（林良嗣） 6

アジアでの臨床環境学の展開



診断 治療

環境政策（CO2吸収源）
国際援助

生物多様性低下、水・物質循環変調森林面積維持、現金収入増加

診断的視点

地下水等の水文学的評価
森林生態系ｻｰﾋﾞｽの評価
都市・農村構造変化の評価

治療的視点

法整備の効果
インフラ整備の効果

環境教育の効果

ラオス：臨床環境学の具体例(申請段階）

自然と経済活動、地域と世界の、持続的な調和

臨床環境学テキスト(ラオ語・英語)の作成

診断と治療の
協働

焼
畑
禁
止
・
植
林

現状

臨床環境学
の展開

森
林
減
少



ラオスORT参加学⽣の属性
2010年度（10名）

2011年度（10名）

2012年度（13名）
国籍 学年 性別 専⾨分野 国籍 学年 性別 専⾨分野
⽇本 Ｄ1 ⼥ 地球環境システム学 ⽇本 Ｄ1 男 ⾃然地理学
⽇本 Ｄ1 男 動物⾏動学 ⽇本 Ｄ1 男 流体⼯学
⽇本 D1 男 森林⼯学 ⽇本 D1 男 作物学
⽇本 D1 男 植物栄養学 ⽇本 D2 男 気候・気象学
⽇本 D1 男 熱帯作物学 ⽇本 D2 男 気候・気象学
⽇本 D1 男 森林⽣態学 ⽇本 D2 男 都市計画学
⽇本 D3 ⼥ 雪氷学 ⽇本 D2 男 植物⽣態⽣理学
中国 D1 男 リモートセンシング ⽇本 D2 男 森林⽣態学

インドネシア D2 男 気候・気象学 ⽇本 D3 男 動物⾏動学
ラオス D1 男 作物学 中国 D2 男 古気候学

ラオス D2 男 農業地理学
ラオス D3 男 作物学

国籍 学年 性別 専⾨分野 イラン D2 男 都市計画学
⽇本 D1 男 森林⽣態学
⽇本 D1 男 気候・気象学
⽇本 D1 男 気候・気象学 国籍 学年 性別 専⾨分野
⽇本 D1 男 作物学 ⽇本 D3 男 植物⽣態⽣理学
⽇本 D2 男 動物⾏動学 ⽇本 D4 男 動物⾏動学
中国 D1 男 古気候学 ラオス D3 男 農業地理学

インドネシア D3 男 気候・気象学 ネパール D3 男 ⽊質⼯学
ラオス D2 男 作物学
ラオス D1 男 農業地理学

ネパール D1 男 ⽊質⼯学

2013年度（4名）



ラオスORT 年間スケジュール
4⽉下旬：グループ分け（⽇本／中国／ラオス）
5⽉上旬：事前セミナー1（各⾃の専⾨紹介と興味関⼼）
5⽉下旬：事前セミナー2（調査地域に関する講義、班決め）
6⽉中旬：事前セミナー3（各班ごとに調査計画発表）

《この間に教員とCOE研究員が個別に指導》
7⽉上旬：事前セミナー4（最終調査計画発表）
8⽉上旬：フィールドワーク（1週間）
10⽉中旬：事後セミナー1（調査結果報告）
12⽉中旬：事後セミナー2（プレ最終発表）

《この間に教員とCOE研究員が個別に指導》
1⽉中旬：最終報告会
1⽉末：報告書提出



2010年 パクスーン村
(Lowland)

2011年 カチェット村
(Upland)

2012年 ドンクワーイ村
(Lowland)

2013年 カチェット村
(Upland)

パクスーン村

カチェット村

ドンクワーイ村

ラオスでのフィールドワークの実施

ビエンチャン

ラオス

タイ

中国

ベトナム



パクスーン村2010年

早⽣樹植林地の環境
問題（⽇本企業によ
るユーカリ、アカシ
アなどの植林）

早⽣樹植林地の⽣
物多様性の評価

植林を⾏ったこと
による環境変化と
社会変化の考察



カチェット村2011年
2013年

焼畑村落の環境問題

焼畑農業の⽣産性
と⽣態系のバラン
スの評価

村落の経済構造、
⾃然資源利⽤と管
理の実態把握

近年の気候変動と
の農業⽣産性との
関係の考察



ドンクワーイ村2012年

都市近郊農村の環境問
題（ビエンチャンから
約20km）

天⽔⽥の⽣産⼒と洪
⽔の影響の考察

都市化による⼟地利
⽤と⽣業の変化



安全安⼼対策

未周知

未想定

未知 予測不可能
（過去の事例なし）

予測していない
（過去の事例あり）

「想定外」の3つの意味
（鈴⽊ 2011 ⼀部改）

全く対策を⾏
っていない

この線より
下の部分に
対して対策
をする

未周知と未想定をなくすために
1. 調査地情報の収集と伝達（予備調査の実施）
2. 講習の徹底（安全講習、旅⾏会社による講習、マラリ

ア講習）



外部から講師を招いてマラリア講習
ラオスでも感染が多い蚊を媒介にしたマラリアやデング熱などに関し
て注意喚起するために、フィールド出発直前に「東南アジアのマラリ
アおよびそのほかのvector borne diseases」と題する講習会を開催。
講師は、医療⼈類学が専⾨の⼤阪⼤学の⽩川千尋准教授。

対策：ワクチンは存在しないため、
蚊に刺されないようにすることが⼤
切。⾍除けスプレーや蚊帳を使⽤。
予防薬としてのマラリア薬は耐性の
蚊を作り出す可能性があるので使⽤
しない。
感染が疑われたら：マラリア感染後
は数⽇の潜伏期間があるため、帰国
後に⾼熱が発⽣した場合は、直ちに
病院に⾏き受診する。



マラリア講習の効果(2011年）
7/31〜8/7にORTに参加した学⽣の⼀⼈が帰国後に発熱！！
8⽉9⽇： 両腕に発疹症状、下痢症状(8⽉6⽇から慢性的に発症)
8⽉11⽇： 深夜1時頃、38.8度の⾼熱を確認。名市⼤病院に連絡を
したところ、名古屋市⽴東部医療センターを紹介されて緊急外来を受
診。⾎液検査と問診。緊急性が無いと判断され⼊院はせず。
8⽉12⽇： 感染症専⾨医に診てもらい、⾎液検査と尿検査をした結
果、マラリアやデング熱ではないことが判明。便の検査開始。
8⽉17⽇： ⾎液検査と尿検査を実施。回復傾向あり。
8⽉26⽇： 検便の結果、3種類の細菌が⾒つかる

・Escherichia coli 015 (o-157の仲間)
・Staphylococcus aureus (MSSA) (⻩⾊ブドウ球菌の仲間)
・Campylobacter jejuni (カンピロバクター)

これらの菌は⽇本でも⾒られるが、ラオスから慢性的に続く下痢を考
えると、ラオスで拾ったものである可能性が⾼い。
この時点では体調も完全に回復しており、今後の通院は不要。



多分野連携プロジェクトで研究成果を出す
ための⽀援

1. 指導体制：博⼠課程院⽣の専⾨的知識は、
狭い領域の中でしか通じない。それを、
ラオスという未知の地域で、セミナーと
現地調査を通じてどのように活かせるか
を常に問うた。

2. 競争⼼：これまで出会うことが無かった
分野の院⽣との出会いと常に⽐較される
環境の創出。

3. テクニカルな⽀援：現地研究機関との
MOUをはじめ、教員と研究員が事前調
査を実施して準備。

学⽣と教員・研究員との間の信頼関係の構
築、実際の地域に⽣起している環境問題へ
の関⼼（その成果は、就職へも直結？）



院⽣(当時)14名と教員等4名の共著

研究成果の出版
（2014年8⽉）

多様な学問分野



ラオス：
一周遅れのトップランー

ORTからの鍵概念と教科書の出版

日本：
前向きの縮小

臨床環境学の構築と教科書の出版

中国：
コントロールされた成長

ORTからの鍵概念
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提⾔
持続可能な未来のための教育と⼈材育成の推進に向けて

⾼等教育の再構築

① 異分野融合型の教育研究基盤の整備

② ⼤学・研究機関が有する実績と能⼒を
活⽤するためのネットワークの構築

③ 地域ネットワークを統合する
メタネットワークの構築



提⾔
持続可能な未来のための教育と⼈材育成の推進に向けて

② ⼤学・研究機関が有する実績と能⼒を
活⽤するためのネットワークの構築

③ 地域ネットワークを統合する
メタネットワークの構築

・⽇本全体としてのネットワーク化 →地球研など

・持続可能な未来のための教育研究基盤の整備

・世界的な取り組みの地域における適⽤

・社会に役⽴つ地球環境教育研究



地球環境
科学専攻

都市環境学
専攻

社会環境学
専攻

持続性学 安全・安心学

減災連携研究センター

持続的共発展教育研究センター

環境学研究科の組織展開

国際環境
人材育成プログラム

統合環境学
特別コース

5研究科連携
ESDプログラム

地球惑星
科学系

大気水圏
科学系

空間環境学コース

物質環境学コース

建築学コース

環境政策論講座

経済環境論講座

環境法政論講座

社会学講座

心理学講座

地理学講座
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地震火
山研究
セン
ター



持続的共発展教育研究センターのミッション

理念
Principle

持続可能な開発
Sustainable Development

地球憲章
Earth Charter

ミレニアム開発目標
MDGs

持続可能な開発目標
SDGs

Future Earth
国際枠組み
Framework

国連
地球憲章委員会
国際科学会議（ICSU）
・・・

実践・展開

機能
Functions

グローバル人材育成 大学の社会へのアウトリーチ
国連地域開発センター
JICA
地球研
国立環境研
中国科学院
中部大国際GISセンター
中部経済連合会
自治体

などとの連携

・リベラルアーツ
・ORT (On‐site Research 
Training)

社会連携事業

ESDプログラム
臨床環境学

コンサルティングファーム

学生参画

企業等支援

23地球規模課題から地域密着課題まで

＝



臨床環境学コンサルティングファーム

＜連携協定＞
三重県松阪市
愛知県豊山町
愛知県東浦町



まちづくりと林業再生の同時実
施：ストリートウッドデッキの製作と
実験的設置

大学院生の研究課題としてピコ
（超小型）水力発電技術開発と実
証実験

高齢化、人口減少、財政難の下
での地域公共交通の再生のた
めの計画策定、コミュニティバス
検討・運営支援

文化交流施設整備運営事業
において、大学院生による地
域生態系を考慮した樹種選定
アドバイス

都市の木質化

自然エネルギー技術開発地域公共交通

公共施設緑地

燃料電池による排ガスから
のエネルギー回収

燃料電池開発

コンサルティングファームのプロジェクト事例

©大府市
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絵本の作成・配布（行政機関・学校・村人へ）

「ラオスの山の生活－変わっていくこと変わらずにいること」

http://hdl.handle.net/2237/19746
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ご清聴ありがとうございました


